様式第１号
事務代行団体指定申請書

　勤労者財産形成促進法施行規則（昭和４６年労働省令第２７号）第２５条第２項の規定に基づき、下記のとおり事務代行団体の指定を申請します。
　年　　月　　日
厚生労働大臣　殿


	①　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
主たる事務所の所在地
	
	郵便番号　　　　―

	
	
	電話番号
―　　　―

	②　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
団体の名称
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	③　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
団体の代表者の職名及び氏名
	

	
	　　　　　

	④　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
記載者の職名及び氏名
	

	
	電話番号　　  ―　　―

	⑤　団体の概要
	それぞれの事項に係る有無又は概要及び添付書類の種類・名称について記載すること。

	ア  法人格の種別
	

	イ  定款等の記載状況
	

	
ウ  団体を構成する事業主の数及び委託見込数


	社

そのうち中小企業　　　 　   社

そのうち財形制度未導入　    社

そのうち委託見込数　　　    社
	
常時雇用勤労者数
	                               

人

そのうち中小企業分    人

そのうち委託見込分    人

	エ  経理区分の状況
	

	オ  団体の設立年月日及び活動状況
	　　　　　　　年　　月　　日

	カ  財産の状況
	


様式第1号－２

	キ　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
実務担当者の職名
・氏名
	

	
	

	ク　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
事務統括者の職名
・氏名、キとの関係
	
	キとの関係

	
	
	

	
ケ　団体の役員数
	
　　　人（うち監事　　人）
	
団体の事務
職員数
	
　　　　　　　　　　　　　　　人
（うち専任職員数　　人）

	
コ　事務所の状況
	

	
サ　団体の活動区域
	

	
シ　実施計画の概要
	

	
ス　事務処理の方法
	

	
セ　取扱金融機関の
種類及び数
	

	

⑥　備考
	







記載要領
1.　①の「主たる事務所の所在地」、　②の「団体の名称」及び③の「団体の代表者の職名･氏名」については、団体の定款等、登記簿謄本に記載されている名称を記載すること。
2.　④の「記載者の職名･氏名」については、本申請書の記載者の職名･氏名を記載すること。
3.　⑤の「団体の概要」中小企業勤労者、ア～セについては、それぞれの事項につき「有無又は概要」について記載することとし、これに係る添付書類の種類･名称を記載すること。
特に「有無又は概要」については、下記4以下にならうこと。
なお、記載欄が足りなくなった場合には、必要に応じ別紙に記載すること。
4.　⑤ア「法人格の種別」については、例えば、商工会議所等団体の種別について記載すること。
5.　⑤イ「定款等の記載状況」については、定款等の記載箇所（例:定款第○条に記載）と記載すること。
6.　⑤ウ「団体を構成する事業主の数及び委託見込数」については、団体の構成員となっている事業主の数、そのうち中小企業の事業主（財形制度未導入の中小企業の数を含む。）の数及び中小企業の事業主であって財形制度未導入の委託見込事業主の数を記載すること。
また、「常用雇用勤労者数」については、団体の構成員となっている事業主、そのうち中小企業の事業主及び中小企業の事業主であって財形制度未導入の委託見込み事業主に雇用されるそれぞれの常用雇用の勤労者数を記載すること。
7.　⑤エ「経理区分の状況」については、経理区分の状況（事務代行団体特別会計、一般会計の設定の有無）及びこれに係る会計書類への記載方法並びに勤労者からの預り金の預託方法（例:○○銀行の○○預金に預託）を記載すること。
8.　⑤オ「団体の設立年月日及び活動状況」については、団体の設立に関し行政庁の認可等を要する場合には、これによる設立年月日を記載すること。
9.　⑤カ「財産の状況」については、団体の主たる資産の形態について記入すること。（例:○○市に事業用不動産○○㎡を所有）
特に、預金等の保有状況を記入すること。（例:○○銀行に○○万円定期預金として保有）
また、勤労者からの預り金の処理に係る事故発生の際の責任関係を記載すること。
10.　⑤キ「実務担当者の職名･氏名」については、団体の事務代行業務に実際に携わる者の職名･氏名（就任予定の者を含む。）を記載すること。
11.　⑤ク「事務統括者の職名･氏名」については、団体の事務代行業務を監督する者の氏名、例えば、事務局長の職名･氏名を記載し、「キとの関係」については、実務担当者の監督方法を記載すること。
12.　⑤ケ「団体の役員数」については、団体の理事･監事等の役員数及びそのうち監事等団体の監査業務に携わる者の数を記載することとし、「団体の事務職員数」については、団体自体の事務職員数及び事務代行業務に携わる者の数を記載することとする。
13.　⑤コ「事務所の状況」については、団体の事務代行業務を処理する場所の形態（例:団体の主たる事務所、○○ビルに間借り）について記載すること。
14.　⑤サ「団体の活動区域」については、定款等団体の活動区域を明らかにする書類に記載されている区域を記載すること。
15.　⑤シ「実施計画の概要」については、実施計画書記載事項の概要について記載すること。
16.　⑤ス「事務処理の方法」については、財形貯蓄事務代行事務処理規約等財形事務の処理に係る方法を定めた書類の作成の有無について記載すること。
17.　⑤セ「取扱金融機関の種類及び数」については、団体が財形貯蓄取扱機関として予定しているものの種類及び数を記載すること。
18.　⑥「備考」については、特に留意事項として記載したい場合に記載すること。

事務代行団体指定申請関係書類

	指定基準
	関係書類

	①法人である事業主団体であること
	登記簿の謄本

	②定款等において、委託事務の処理を行うことができる旨の定めがあること
	定款、寄付行為等団体の目的、組織、運営等を明らかにするもの

	③構成員である事業主の総数が相当程度以上であり、かつ、当該事業主のうちに中小企業の事業主の占める割合が3分の2以上であること
	個々の事業主の資本の額又は出資の総額、常時雇用する勤労者数、事業の種類、財形制度の導入の有無を記載した団体の構成員名簿

	④構成員である中小企業の事業主であって委託事務の委託を行うものが相当数見込まれること
	③に準じた委託見込事業主名簿、委託見込事業主の委託依頼書

	⑤委託事務の処理については、その他の業務に係る経理と区分し、特別の勘定を設けて経理していること
	経理区分についての具体的な雇行方法･方針を明らかにした書類
過去2事業年度にわたる収支計算書等
勤労者からの預り金に係る金融機関の専用口座名

	⑥指定申請時に団体として本来の事業目的をもって活動し、その運営実績が2年以上あること
	過去2年間にわたる事業報告及び収支決算書等団体が事業目的に沿って適正な事業運営を行っていることを明らかとするもの
申請年度の事業計画及び収支予算書

	⑦相当の財産を有し、委託事務の処理責任を負うことができるものであること
	直近の財産目録、貸借対照表及び損益計算書等団体の資産の状況を明らかにした書類
不動産を有する場合は不動産の登記簿等又はその他の預金等の資産を有する場合は預金証書等

	⑧財形制度、税制、金融商品等に関する豊富な知識を有する者を配置することにより、事務を適切に処理できるような事務処理体制が確立されていること
	本人の経歴書
本人の誓約書、業務運営の抱負を述べた書類
現在又は過去の勤務先の推薦書等本人の意欲又は能力を明らかにした書類
指定時に配置されていない場合は、本人の就任承諾書

	⑨団体の役員及び指定後の団体において予定されている事務を統括する者は、社会的信用があり、団体の行う業務に深い関心と理解を示すものであること
	団体の役員及び事務統括者の経歴書
事務統括者については、本人の誓約書、業務運営の抱負を述べた書類⑧と事務統括者との関係を示す定款等団体の組織を明らかにした書類

	⑩事業に必要な事務所を備えていること
	業務処理に必要な事務所の使用権原を明らかにする書類（不動産登記簿、賃貸借契約書等）、見取り図

	⑪活動範囲が単一の市町村（特別区を含む。）となっていること又は近接する複数の市町村（特別区を含む。）こととなっていること
	定款、寄付行為等団体の活動区域を明らかにしたもの

	⑫長期に継続して委託事務の処理を行うものであること。
	業務処理方法等を記載した実施計画書
長期に継続して委託事務の処理を行う旨を記載した誓約書

	⑬委託事務の処理に係る方法等を定めた書類を作成することとし、この作成に当たっては、少なくとも、以下の事項を定め、かつ、団体の総会等の議決機関の承認を得ること。
	財形貯蓄事務代行事務処理規約又はこれに代わる委託事務の処理に係る事項を定めた書類
総会等の議事録




〔注〕１.これ以外にも必要に応じ関係書類を求める場合があること。（例:特例自己積立てに関する書類等）
２.上記①～⑬に関し、重複する関係書類については、その旨を明らかにした上で、その一つを提出することで差し支えないこと。



